
第３号様式（第15条関係）

事業者排出量削減報告書
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増減率（実想）目標年度（計画） 増減率（計画）用途区分 原単位の指標
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増減率（実載）増減率（計画）目標年度（計画）
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注１麟当する□には、レ印を艇入してください。特定本業者以外のWF乗\fの力はし印の混入は不興です。

２「基耶年度」とは計inIij9111Uの1W年度を、「目標年度」とはi１１雨期110の最終年度を、「報告年血」とは計iiEi期１１Uのうち、今回報告の対象となる年度をいいます。

３「事柔圃f等排出区分」とは戚祁府内のIlF業pf等の11Ｆ業iPi動のためのエネルギーの侠川に伴い発生する狙室効jJLガスを、「輸送'１[両排111区分」とは自動１１[迎送'1F業者については僕Nlの本拠の位匝を戚都府内とする'１[丙
の排出する温室効果ガスを、鉄ﾖiYlF業者については係布する貨物１１〔蘭又は旅瀦'1[雨の排出する氾竃効果ガスを、「その他排111区分」とは上記以外の嵐都府内における事]iSjyiq9SのVlF乗活動に伴い発生する巴室効果ガス
をいいます６

４「原11t位当たりの沮室効果ガス排出斌等」の「用途区分」には、。。工場、珈務所などの凪途を艇入してください。「原叩位の撹標」には、分子の「二酸化』ﾉﾋﾞ素換算」の下に分母となる掬標（生産致駄、廷ぺ床面
積、雪了距摩等）を腱入してください。

５「その他の｣趣球沮､Ｉ化対策による祖竃効果ガスの剛減肚等」のうち「森林の爆全及び鐙ｉ５」の「目標年度（計画）」楓にはiII爾期Ru中のロ樫の梁１１１を、「報告年度（突敏）」楓には災liiの累叶を艇入してくださ',､。

G「特混靭p9mには、平成２年度（１９９０年､!）を基醜とした排出錘の対比や、街ニネ製dFlINl兜など他者の狙竃効果ガス排111剛滅への武献、グリーン調途の採凪、特定フロンなどの条例鋼定外のZl竃効果ガスの1mi減
などを記入してください。

住所（法人にあっ
ては、主たる事務
所の所在地）

大阪市中央区北浜東３－９

氏名（法人におっ
ては、名称及び代
表者の氏名）

郵便局株式会社近畿支社支社長日高億行

事業者の主たる
業種 郵便局事業（郵政グループ３社の代理店業務）

該当
要件
する事業者

厩

屈

京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第１号該当事業者（大規模エネルギー使用事業者（原油に換算して1,500キロリットル以上））

京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第２号又は第３号該当事業者（大規模運送事業者（トラック又はパス100台以上／タクシー150台以上／鉄道車両
150両以上）

原京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第４号該当事業者（その他の温室効果ガスの大規模排出事業者（二酸化炭素に換算して3,000トン以上））

計画期間 平成２０年４月～平成２３年３月

基本方針郵便局株式会社の事業活動に伴って発生する平成２２年度の二酸化炭素排出量を平成１９年度排出レベルから５％削減する。

推進体制 郵便局の長は、定められた「省エネルギー実施手続」に基づき自局における省エネルギーの推進を図り、決められた数値目標の達成に取り組む。

環境マネジメントシステム名称

適用範囲

取得年月日

年度ごとの具体
的な取組及び措
置の状況

年度

2２ 

2２ 

設備、対象、工程等

社屋管理

社屋管理

措置内容

平成２２年皮における邸(Ru;0施政の】１１位面積当たりの肱気倒Ⅱ遜を平成１８年幽比で2.6％剛波する．

平成２２年lﾛｾﾞにおける郵便周施設の１１１位而積当たりの燃料（灯811．ガス）桃nl舷をJ1f成１８４F度と同等とする。

温室効果
排出量等

ガスの

排出区分

Ａ事業所等排出区分

Ｂ輸送車両排出区分

Ｃその他排出区分

排出合計

実績に対する自己評価

基準年度（実潅ｵ）

(１９）年度
(二酸化炭素換算）

目標年度（計画）
(２２）年度
(二酸化炭素換算）

増減率
(計画）

報告年度（実鬮）

(22）年度
(二酸化』jd索換算）

増減率
(実績）

3,362.0ｔ 3,193.0ｔ -5.0％ 3,262.6ｔ -3.0％ 

ｔ ｔ ％ ｔ ％ 

ｔ ｔ ％ ｔ ％ 

＊８ 3,362.0ｔ ＊２ 3,193.0ｔ -5.0％ ＊J1 3,262.6ｔ -3.0％ 

目標としている１９年度比▲５％を下回る、▲３％となった。
主な要因は、２２年度夏季が記録的な猛暑であり、冷房期の電気便用量が多くなったため。

原単位当たりの
温室効果ガス排
出量等

用途区分 原単位の指標

二酸化炭素換算

二酸化炭素換算

二酸化炭素換算

実績に対する自己評価

基準年度（実績） 目標年度（計画） 増減率（計画） 報告年度（実績） 増減率（実績）

％ ％ 

％ ％ 

％ 船

その他の地球温
暖化対策による
温室効果ガスの
削減量等

対策等の区分

森林の保全及び整備

府内産の木材の利用

自然エネルギー
又は熱の供給

を利用した電力

グリーン電力の購入

家庭における温室効果ガス排出
量の削減効果分の購入

削減量等合計

目標年度（計画）

取組通等 (二酸化Ail素換算）

(鍵i6i而菰） hａ (吸収戯） ｔ 

(利用趣） ､ロ、 (､0減戯） ｔ 

(充趣歴） kwｈ (ﾛﾘ減Ht） ｔ 

(澱9t給趣） GＪ (､0滅畦） ｔ 

(購入fit） kWｈ (､ﾘ波騒） ｔ 

(R縢入魅） ｔ (､Ｉ減遼） ｔ 

￣ ＊３ ｔ 

報告年度（実績）

取iumt等 (二酸化』jｾﾞ素換算）

(壁Ni面積） hａ (吸収鐘） ｔ 

(利川熾） Ⅱ、、 (削減舷） ｔ 

(亮nk舷） kwｈ (耐減熾） ｔ 

(綴供給lit） GＪ (剛械舷） ｔ 

(購入獄） kwｈ (削減lit） ｔ 

(購入趣） ｔ (I､滅逓） ｔ 

*巳ｔ

差引排出量

(排M1合計一同q餓等合計）

基準年度（実綱）

＊１ 3,362.0ｔ 

目標年度（計画）

(③-(00）3,193.0ｔ 

増減率（計画）

-5.0％ 

報告年度（実績）

(●4)－(●5） 3,262.6ｔ 

増減率（実績）

-3.0％ 

地球温暖化対策
に資する社会貢
献活動

郵政グループとして、冷房温度の２８度設定及び夏期軽装を実施。

特記事項
郵政グループ環境ビジョン（平成２０年度から平成２４年度までの５年間で二酸化炭素排出量をグループ全体で平成１８年度比１５％削減する）に基づき、
郵便局株式会社としての最終目標を平成１８年度比８．２％削減に設定し、これを確実に達成するために「省エネルギー実施手続」を定め、各施設において
省エネルギーの推進に努める。


